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　1987年7月1目に発効した単一欧州議定書
（Si㎎le　European　Act，以下SEAと略称）
は，主として，欧州共同体（European　Com一
㎜uniti6s，以下ECと略称）の設立条約を修
正するための諸規定（第皿編）と，EC加盟
諸国問の外交政策の調整を図る欧州政治協力
（Euf0pean　Po1itica1Co－operation，以下EPC
と略称）に関する諸規定（第皿編）から成る。
　今目，EC委員会をはじめとするEC諸機関
ならびにEC加盟諸国によって，．域内市場統合
の完成をめざす努力が展開されているが，これ
は法的には，SEA第皿編第ヱ3条に根拠をも
つ1〕。
　一方，欧州政治協力に関する諸規定は，1970
年10月27日，ルクセンブルク報告が公表されて
以来，EC諸国の国際的地位の向上を目的とし
て，何らの法的根拠ももつことなく，加盟諸国
闇で任意に行われてき．た外交政策面における協
調活動を，はじめて条約の形で規定したもので
ある。EPC活動では，当初，安全保障に関わ
る言動は差し控えられていたが，1981年10月13
目のロンドン報告以来，安全保障の政治的側面
（軍事・防衛面は除く）が協議対象に含まれる
ことになった。同年11月18日のゲンシャー・コ
ロンボ提案は，その傾向をいっそう強く示し
た。さらに84年2月14日，欧州議会によって採
択された欧州同盟条約案では，安全保障の「経
済的」側面がつけ加えられた。SEA第皿編の
規定（第30条第6項a～cの各号）は，ロンド
ン報告の内容を基調としつつ，EPCの活動領
域の中に安全保障の政治的・経済的側面を包含
することを明言己したものである。
　EC加盟国の中セ，単一欧州議定書の批准が
最も遅れたのは・アイルランドであっれ遅延
の理由は，まず第1に，SEA第II編の諸規定
が欧州統合のいっそうの強化を志向（域内市場
統合の完成，欧州議会の権限強化，EC理事会
決定における特定多数決事項の増加など）する
結果，自国の国家主権が大幅に制限されること
を恐れたことにある。第2に，安全保障の領域
を舎む政治協力が第皿編において条約規定とし
て定められることにより，自国の外交主権が拘
東されると共に，建国以来の中立政策が侵害さ
れるとの懸念によ孔アイルランドでは，のち
に検討するように，SEA批准問題は憲法論争
へと発展した。
　本稿の関心は，単一欧州議定書の全体に及ぷ
ものではなく，もっばらSEA第皿編に関する
アイルランドの対応にある。ECが単なる経済
的国際機構にとどまらず，それ自体政治的存在
である以上，中立政策との矛盾は，アイルラン
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ドがECに加盟して以来，予期され得た問題で
ある。では，EC加盟以来，アイルランドはこ
の問題にいかに対処してきたのであろうか。そ
もそもアイルランドにとって，中立政策とは何
なのであろうか。SEA批准にあたって，なぜ
違憲論争にまで発展したのであろうか。この憲
法論争に対して，アイルランド政府はいかに対
応したのであろうか。また，今後ECがいっそ
う統合を強作するにつれて・アイルランドは中
立政策との矛盾をいかに克服するのであろう
か。永世中立国オーストリアがEC加盟申請を
決意した今日，欧州統合との関わりに奉いて中
立の問題を考えることは，あながち無意味では
あるまい。
　　　　　（資料I）アイルランド略史
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英国王ヘンリー1I・宗主権主張
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アイルランド，キンセールの戦いに敗れ
る
ウェックスフォード・ドロヘダの戦いで
クロムウユルに敗れる
ダブリン議会・独立権確保に尽力
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独立のための反乱
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憲法制定，アイルランド自由国成立
新憲法採択，工一ルとして独立
憲法改正，アイルランド共和国に
　　　　　　　　　　（英違邦離脱）
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1　アイルランドの中立政策と
　　欧州統合
　1）　アイルランドの中立政策　　歴史と特徴
　アイルランドの中立政策は，単一欧州議定書
の批准にあたって，主要な論点のひとつとなっ
た。したがって，本論に入る前に，ごく簡単に
アイルランドの中立の歴史的要因とその主たる
特徴に言及しておかねばならない。
　テイルランドの中立は，その地理的条件と歴
史的条件に由来する。地理的条件は，「（イギリ
スという）より大きな，より強カな沖合の島の，
さらにその背後にある沖合の島」2、であるとの
事実から理解される。歴史的には，まず，19C
初頭に始まるイギリスによる「併合」もしくは
「連合」が，アイルランドが国際舞台において活
躍する機会を封じたことが挙げられ孔また，
同じく19C半ばには・大量の移民がアメリカに
流入し，海外の国としてアメリカと最も親寧な
関係を結ぷが，アメリカが孤立主義政策を維持
していたことも，アイルランドの政策に彰響を
及ぼしている。こ．うして，19～20Cへの転換期
におけるアイルランドのナショナリズムは・い
っそう内向的かつ孤立主義的となった3〕。
　年表が示すように，アイルランドの歴吏は，
ある意味で，イギリスヘの抵抗の歴吏であると
言えよう。「イギリスの困難はアイルランドの
チャンスなり」4，という格言カミ，すべてを物語
っている。1921年12月，英国アイルランド条約
に基づき・北アイルランドのアルスター地方を
除く26州が自治州となり，1937年以降，新憲法
を採択して独立するが・6州1さ英国領として分
割されたままであり，現在にいたるまでアイル
ランドは統一を求め，基本的にイギリスの北ア
イルランド政策に反対し続けてい乱アイルラ
ンドの中立政策は，まさにこの観点から理解さ
れねばぢらない。
　第1次大戦中・」アイルラィドは中立政策をと
ったが，これはイギリスの占領支配からの自由
を求める反英政策の結果である。「イギリスが
戦争宣言した場合，アイルランドは中立をとる
であろう」「アイルランドの中立を認めること
を拒否する国は，アイルランドを’敵とする」5〕
一これらのことばは，イギリスに向けられ牟
ものと理解される。
　1932年，デ・バレラ（de　Va1era）の率いる
フィアナ・．フォイル党（Fianna　Fξi1）の政府
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は，中立性より・もむしろ’国家主権を強調した。
「当時，中立はそれ自体目的ではなく，目的を
達成するための手段」であった。主眼は，イギ
リスの政策からの独立であり，第2次大戦にお
けるアイルランドの中立は，「絶対的主権の外
面的な，目に見えるしるし」肋なのであった。
　も・ともと「分割」‘partitiOn’はアイルランド
の中立政策の主要な動機ではなかったが，デ・
バレラは，イギリスとアイルランドの最も調和
的な関係の樹立を希望する一方，その障害とな
る6州の’不自然な分離に関心を払い始めた。す
なわち彼は，独立主権国家としての地位をアイ
ルランドに保障し，できるならスイスの中立の
ように，国際的に保障された中立政策をとるこ
と一これをいっそう決定づけるのが，分割の
存続である，と主張す孔こうして，中立は，
ますます分割問題と結びつくことになった。さ
らに，T　C。づケットが指摘するように，当時，
共和党左派はアイルランド共和主義軍団（I阜A）
を維持し，イギリスを唯一の敵としていた。
「工一ルを連合国側に参戦させようという試み
が少しでもなされていたとしたら，工一ル政府
もまたその機龍を全く麻痒させられてしまうよ
うな，広範囲にわたる激烈な低抗が起こる機会
を与えることになったであろうパ・一だから
・中立こそが最も安全な政策であったのであろ
う」帥。第2次大戦時におけるアイルランドの中
立政策は，1つには国際連盟の集団安全保障体
制の崩壊という，外部的要因にも起因するが9〕，
むしろ，主とレて二上記のような対英（もしくは
反英）的政策と自国の国家主権の独立性に対す
る主張から起こったものと理解される。
　第2次大戦後，アメリカはアイルランドに対
してNATO加盟を薦めたが，同国がカロ盟しな
ふったのも，NATOの目標との不一致のため
ではな．く，やはり分割統治の存続に原因があっ
た。「わ如国土の一部を武力で占領し，アイル
・ランド北部における非民主的制度を支持する，
、アイルランドの不自然な分割に責任を有する国
家との共同軍事行動を含む，いカ・なる軍事的同
盟またはコミットメントも，アイルランド国民
にとってまったく意に沿わず，受け入れること
ができない。どのような政治的見解をもとう
と，いかなるアイルランド政府も，～二の状況が
続く隈り，アイルランド国民の国民感情に背く
ことなく，イギリスと共に軍事同盟に参加する
ことはできない」10〕。
　以上，簡単にアイルラソドの中立の歴史を
振り返ったのであるが，J．Tラング（Johη
Temp1e　Lang）によれば，rアイルランドの中
立性はボランタリーである。’それは我々を強制
しない。それはどこにも定義されていない。も
し望むなら，自由にそれを再考し，定義し，調
整し，あるいは修正することができる」1”。D．
ドリスコール（D．Drisco11）が端的に述べるよ
うに，「アイルランドのr中立』は，せいぜい
合言葉にすぎない」のである12，。ドリスコール
が，アイルランドを真の中立国と見徴さないの
は，次の5つの理由による。
　i）NATOに加盟しないのは，政治的に非
　　同盟のためではなく，「分割」のためであ
　　る（前出）。むしろアイ．ルランドは，平和
　　の維持と西欧防衛の点で，NATOとその
　　目的を完全に共有している。
　ll）アイルランドは国連において，一部の
　　NATO加盟国以上に，アメリカ　（即ち
　　NATO）の政策の一貫した支持者であっ
　　た。
　m）1973年以来，アイルラ：■ドは，経済・政
　　治同盟をめざすECの加盟国である。．
　iV）アイルランドは，非同盟諸国会議に参加
　　しない。
　V）以上の観点から，アイルランドは中立国
　　と見徴されない13i。
　このような指摘が示唆するように，アイルラ
ンドの中立政策は，主としてイギリスとの関係
に基因する歴史的・政治的事由に由来するもの
であり，実際にはきわめて柔軟で，プラグマテ
ィックな性格のものとなっている。たとえぱ，
アイルランドは，第2次大戦中でさえ枢軸国よ
り連合国側に好意的であり，必ずしも厳正に中
立政策を維持したとは言い難い“，。「大戦中，
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実際には工一ルから幾千もの志願兵がイギリス
軍に加わっていた」のである15〕。1950年には，
アメリカ犬使に対して，ショーン・マック・ブ
ライド（Se自n　Mac　Bfide）外相は，アメリカと
アイルランドの2国間防衛条約について，超党
派的支持を求めると言明している16〕。また，EC
に加盟するまでダブリンに1］シア大使館が置か
れていなかったという事実は，アメリカ人にと
らて，ソ連との将来の戦争においてアイルラン
ドのいっそうの協力の可能性を確信させる要因
の1つであったm。
　2）アイルランドの欧州統合観　　E　C加盟
　　と欧州政治協力（E　PC）への参加
　これまで検討してきたように，アイルランド
の中立政策の特徴は，第1に分割統治をめぐる
イギリスとの関係から生じたものであること，
第2にその現実の運用面において，柔軟かつ現
実的であり，そのため，ときには必ずしも非同
盟と考えられないところにある。1962年，レマ
ス首相は，分割の存在はもはやNATO加盟を
拒否する理由ではないと主張し18〕，その後継者
ジャック・リンチ（Jack　Lynch）は，1969年，
EC加盟申請の脈絡において，「我々は決してイ
デオ1コギー的に中立であったわけではない」1帥
と声明している。70年代には，中立という用語
は，殆んど用いられなくなっていた20㌧これら
の事実から，ユ960年代後半以後，アイルランド
における中立性の問題は，むしろ歴史的使命を
終えた問題として理解されるか，あるいは，欧
州統合もしくはEC加盟とは無関係のものとし
て意図的に軽視される傾向にあったようであ
る。このような状況の中で，アイルランドは国
民投票において83％の国民の支持を獲得し，
1973年，EC加盟国となった。
　囲C条約は，既存の欧州石炭鉄鋼共同体条
約に此して，とりわけ超国家主義を標傍するも
のではなく，単に前文において「ヨーロッパ諸
国民間の絶えず一層緊密化する連合の基礎を確
立することを決意し」刎〕と述ぺるにとどまって
い’る二し’かしながら，一’その可能性として，究極
的に政治・経済同盟の実現を目標とすることは
否定されておらず，その意味では，D．ドリス
コールが指摘するように，そのような組織に加
盟することが「中立・非同盟の概念によって示
唆される独立性の概念とある程度矛盾するよう
に思われる」2刎としても，無理はない。したが
って，EC加盟の時点で中立性の意義が十分鹸
討されるべきであったと恩われるのであるが，
結局，「中立性放棄はアイルランドのEC加盟
の条件とされず，中立性の将来に関する政府の
意図も明らかにされなかった」23〕。そして，憲
法との抵触を回避するため，EC加盟に伴い，
アイルランド憲法に次の一文が追加されるに止
まった。
　「国家は，欧州石炭鉄鋼共同体（1951年4月18目，
パリにおいて署名された条約によって設立された），
欧州経済共同体（1957年3月25日，ローマにおいて
署名された条約によって設立された），およぴ欧州
原子力共同体（1957年3月25日，ローマにおいて署
名された条約によって設立された）の構成国とな季
ことができる。本憲法のいかなる規定も，諸共同体
構成国の義務により必要とされる，国家によって制
定される法律・行われる行為または採択される措置
を無効としない。あるいは，諸共同体もしくはその
諸機関によって制定される法律，行われる行為また
は採択される措置が，国家において法の効カをもつ
ことを妨げない。」（アイルラソド共和国憲法第29条
第4項第3号）
　結局，1973年EC加盟時において，アイルラ
ンドの中立性の問題が十分論議され尽さなかっ
たことが，EC統合が次の段階へと進化・発展
するに伴って問題を再燃させる結果となるので
ある。具体的には，欧州議会が欧州同盟条約案
を提案し，1984年2月14日，それを採択する過
程において，アイルランドでは中立性と憲法改
正問題が改めて論議の狙上に上ることとなる。
この点については，次章において単一欧州議定
書の問題を論ずるさいに，併せて検討すること
とし（後述，169頁），ここでは，とりあえずEC
加盟以来のアイルランドの欧州統合観一EC
加盟，その結果としてのEPCへの参加に対す
るブイルランドの基本的な考え方一を概観・し
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ておきたい。
　まず，アイルランドの世論は，ECに対して
協カ的であり，その権限の強化に対しても，イ
ギリスやデンマークほど消極的ではない。欧州
政治協力（EPC）は，「EC加盟の当然の結果
であり，欧州統合の全プロセスの一部である」
と見徹され，その活動が共通外交政策の形成を
めざすというより，加盟国の意志を尊重しつつ
慎重に主権国家間の外交政策の調整に努めてき
たことを評価している。とくにアイルランド
は，小国の1つとして，EPCへの参加（議長国
となることなど）を通して，自国の国際的発言
力を強化しうることに期待を寄せている。ただ
その場合，EPCの発展とECとのリンクを強
調するところに，アイルランドの特徴がある。
ローマ条約の遵守一これがアイルランドの欧
州続合観の基本であり，望ましい発展の姿は
「共同体的基礎の上にEPCが発展する」捌こ
と，別の言葉を借りるなら，「より」層の統合へ
のステップは，堅く条約の枠組の中に根づくべ
き」醐ということになる。この姿勢はきわめて
常識的な見解であると共に，従来ローマ条約を
含め何らの共同体法上の基礎をもたないEPC
活動の一層の発展に対して牽制する意図をもつ
ものと理解することができる。このような態度
は，同時に，政治統合は経済統合実現の後に招
来されるぺきとの主張につながる。この考え方
は，ともすれば，アイルランドが「政治統合を
望んでおらず，それを延期もしくは妨害しよう
としている。アイルランドは……欧州統合の経
済的利益を得ることのみに関心がある，と考え
られるであろう」洲といった批判を被る結果と
なる。けれども，基本的に歴代のアイルランド
政府は，従来のEPCのモデストな措置に完全
に協力してきた28〕。
　こうした立場から，EPCの強化・改善に関
しても，アイルランドは慎重な態度をとる。P・
マッカーナン（P．Mac　Keman）によれば，
EPCの改善策については，EPCの能率性の向
上を目的とする実際的措置（議長国の役割，危
機に対応する能力の強化など）に重点を置く方
法一イギリスのダグラス・ハード（Douglas
Hurd）やキャリントン卿（LordCarrihgton）
らによるモデストな方法一と，政治協カヘの
コミットメントの強化（EPCの範囲の拡大，欧
州議定書，EPCの拡大強化，欧州理事会の制
度化など）を図り，質的変化を目的とするもの
一ゲンシャー．コロンボ提案（前出）’一が
あるが，アイルランドが支持するのは，前者の
方法である29〕。問題を安全保障に限定して述べ
よう。ロンドン報告第1部は，「EPCの活動範
囲に関して，加盟諸国の相異なる状況を考慮し，
外相は，政治協力において，安全保障の政治的
側面に関する一定の重要な外交政策問題の討議
を可能ならしめた，柔軟かつプラグマティック
なアプローチを維持することに合意する」と記
している。これに対し，P・マッカーナンは，次
の2点からロンドン報告を評価する。まず第1
に，ロンドン報告は，政治協力がEC加盟国
の協力に基礎を置き，全加盟国の外交政策の中
心的要素になることを確認しているが，これは
すでに述ぺたアイルランドの基本的な政策一
EPCの発展とEC機構とのリンクを重んずる
一に合致する。第2に，ロンドン報告は，’安
全保障に関する討議を政治的側面に限定し，軍
事同盟にみあう防衛問題の討議を除外している
が，これはNAT0の中立・非加盟国としての
アイルランドの立場を考慮している30〕。一方，
ゲンシャー・コロンボ提案は，ECの政策領域
を拡張し，安全保障活動に関する協カ聞題を
ECの任務に加える点で，アイルランドによっ
て受容され難い。再びP．マッカーナンによれ
ば，「ロンドン報告は，安全保障問題に関する議
論の範囲を効果的に制限」31〕しているのである。
　とは言え，安全保障の側面を機械的に軍事防
衛面と政治面とに区分することは，現実には必
ずしも容易ではない。EPC活動としてソ連の
アフガニスタン侵略問題，ポーランド危機，
PL0承認問題等々，高度の政治問題が取扱わ
れる中で，EC加盟国中唯一のNATO非加盟
国としてのアイルランドにとって，政治協力の
過程において自国の中立性を危うくする局面
アイルランドと単一欧州議定書
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は，すでに存在した。たとえば，1979年u月，
EC議長国として欧州理事会においてパーシン
グ・ミサイル開発に関する討議に加わったり，
1980年の9月，政治協力においてトルコのクー
デターに言及した時が，その例として指摘され
ている鋤。もっともアイルランドは，イギリス
が関与したフォークランド紛争において，EPC
次元の協力に対して消極的な態度をとった。
　また，反面，安全保障の2つの側面の区別に
こだわりすぎることがもたらす問題も指摘され
ている。アイルランドは，他の小規模なEC加
盟諸国と同様，ECの中に事実上大国による
‘directoire’が発展することに低抗しているの
であるが，安全保障の論議において自らが関わ
り得る領域を限定することは，安保のいかなる・
側面についても協力もしくは協議することので
きる加盟国との問に，いわゆる「二層グルー
プ」（two－tier　group）を創造することを奨励
する緒果になる33〕，というものである。これ
は・中立政策に起因するアイルランドの自家撞
着であると言えよう。
　いずれにせよ，アイルラ：／ドの基本的な欧州
統合観，とりわけ安全保障協力に対するその基
本的対応は・すでに述べたとおり，質的変革
（構造的革革）を期待するというより，むしろ
従来の政府間的努カを地道に積み上げることに
主眼が置かれている。このことを考慮するな
ら・欧州議会による欧州同盟条約案の採択や単
一欧州議定書の批准問題一とりわけその安全
保障関係の諸規定一が，アイルランド国民の
間に物議を醸し出したとしても，不思議ではな
い。
2　アイルランドにおける単一欧州
　　邊定■（SEA）批准問題
　　違竈論争を中心に
　1）若干の享実経過
　1985年6月28，29の両目，ミラノで開催され
た欧州理事会の審議は，ローマ条約改正（EC
機構改革）問題に集中したが，EPCについて
も，共通外交・安保政策に関する条約作成のた
めの会議の招集に関して討議が行われた。7月
22日，ルクセンブルク外相理事会において招集
が決定され，9月9日，第1回会議が開催され
た。EPCに関して言えば，この会議では，EPC
政治委員会に対して，10月15目までに，すでに
提出されていたイギリス案およびフランス・ド
イツ案をタタキ台として，政治協カに関する条
約草案を作成することが指示された。この作業
は順調に進行し，12月2・3両目のルクセンプ
ルク欧州理事会において原則的合意が成立し，
同月16，17目の外相レベル政府代表会議におい
て，最後の詰めが行われた。’
　’1986年2月17日，EC加盟国中，まず9カ国
により単一欧州議定書が署名され，デンマー
ク，イタリア，ギリシアの3国も，2月28日に
署名を行なった。署名が完了した時点では，’単
一欧州議定書は，1987年1月’1日より発効の予
定であり，各加盟国はそれぞれ批准手続を開姶
した。86年中に，ギリシアとアイルランドを除
くすぺての加盟国が批准手続を完了し，ギリシ
アも翌年ユ月14目，批准を承認した34，。
　批准に最も手間どったのは，アイルランドで
あ孔同国では，一旦国会において批准承認さ
れたものの，単一欧州議定書の殆んどの規定が
国家主権と中立性を侵害する点で違憲であると
の憲法論争（法延閾争）に発展し，難航を極め
た。以下，87年5月26目の国民投票によって批
准が確定するまでの事実経過を示しておきたい。
　アイルランドでは，単一欧州議定書が主権の
喪失と伝統的中立政策への脅威をもたらす可能
性がある一ので，国民投票が必要であるとの主張
が，アイルランド法律家団体をはじめ各種団体
により行われていた。これに対し，G．フィッ
ツジェラルド首相（Garret　Fitz　Gera1d，フィー
ネ・ゲール党±統一アイルランド党）はメモラ
ンダムを発表し，86年中に上下両院で批准承認
すべき必要性を強調すると共に，国民投票を実
施しない方針を示した。同首相は，SEAは
EPCが軍事的安全保障を取扱わないことを初
めて公的に認める条約であり，それはアイルヲ
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シドの中立性を守ることになるとの見解に立っ
ていたのである35，。1ユ月25日，同首相は‘Ex－
planatory　Guide’という白書を発行し，SEA
に関する国民の理解を促したものの，当時，労
働党（Labour　Party）のスタンスが定まらない
こともあり，国会審議の目程は，まだ目途がつ
かなかった36〕。しかし，12月8日には，進歩民
主党（Progressive　Pemocrats），フィネ・ゲー
ル（Fine　Gael）’および労働党の一応の支持を
とり付け，近日中における批准予定が発表され
ると共に，批准書に添えて，政府が中立に関す
る宣言書（後述，172頁）を発表するであろう
ことを公表した37〕。
　12月15目，下院投票の結果，70対63の僅差に
よりSEA批准が承認され，その後の上院投票
の結果は，46対2で通過した。反対票は，主と
して，中立性の保障に不安を抱く主要野党，労
働党とフィアナ・フォイル（Fima　Fai1．共和
党）によるものであった。野党は，手続上，P．J’
ヒラリー大統領（Patrick工ohn　Hillery）に対
して合憲性のチェックを要請することが出来
たbその場合・大統領は最高裁判所に対して条
約文（テキスト）を送付することになるが，大
方の予想通り，この手続はとられなかった3醐。
　結局，違憲訴訟は特定の個人によって起こさ
れることになった。アイ〃ランドの批准の遅れ
は「政治的怠慢のためではなく，SEAの合憲
性に対する個人的挑戦の結果であった」鋤と言
われるが，前述の手続を経ていたなら，事態は
変っていたかもしれない。
　SEA・批准法案が両院を通過したあと，レイ
モンド・クロッティー（RaymondCrotty）は，
高等裁判所に対して，SEAの殆んどの規定が
プイルランドの国家主権ないし独車性と中立性
を保障する憲法に違反するものであるとの訴え
を起こした。ク1コッティー氏は，農業経済学者
で，アイルランドのEC加盟反対運動のリーダ
ーであった。12月24日，高裁バリントン判事
（Barri㎎tOn）は，イタリア首相に対する批准
文書の提出を差し止める執行停止命令（inter－
loCutory　injmCtion）．を出した。理論的には，
アイルランド政府は，最高裁判所により高裁決
定の取消しを得ることができたなら，期限内に
議定書を批准できたかもしれない。けれども政
府は，クリスマス休廷中，最高裁の特別の会議
を召集することを決定しなかっれ結局，’フィ
ッツジェラルド首相は，クロッティー事件に対
する高裁判決を待つことにしたω。
　1987年1月15臼，高裁は審理を開始し41〕，2
月12日，単一欧州議定書が合憲であるとの判断
を示した42〕。翌日，クロッティー氏は最高裁判
所に上告し，2月19日，受理された側。この間，
アイルランドでは1月21日に国会が解散され，
2月ユ7日，総選挙が実施されたが，その結果，
ファイナ・フォイルが政府与党の座を奪回44i，
’3月10日の国会投票の結果，チャールズ・ホー
ヒー（Char1es　Haughey）が首相に選出され
た45，。この結果は，SEA批准をめぐる政局に
は殆んど影響を与えなかった。
　87年3月の時点では，裁判の見通しについ
て，「最高裁判所も，アイルランド高裁と同じ
く合憲判決を下すであろう」㈹と，楽観視され
ていた。けれども，予想に反して，4月9日・
最高裁判所は，SEA第I皿編に関する限り，違
憲であるとの判断を示した。最高裁のコミュニ
ケは次の通りである。
　　「ダブリンの最高裁判所は，3対2の多数
　により，単一欧州議定書が第皿編を含む限
　り，アイルランド政府は，然るぺき憲法改正
　を行なうことなく同議定書を批准することは
　できないと宣告した（以下略）。」
　政府は，第I編と第II編のみ批准する可能性
を模索したが47、，結局，議定書全体を完全な形
で批准しうるために，国民投票を準備する遣を
選んだ。またホーヒー首相は，4月9日の国会
質問に対し，最高裁決定に拘らず，アイルラン
ドのEC加盟自体には何ら問題がない，最高裁
決定の文言を検討し次第，SEA批准に関して
具体的提案を行ない，その提案を審議するため
必要に応じて国会を召集する，さらに事の重要
性に鑑み，最高裁決定の意味を協議するため，
全政党の党首との会見を提案する，と回答し
アイルランドと単一欧州議定書
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た48，。フィネ・ゲールの新党首アフンーデュー
クス（A1an　Dukes）は，国民投票の早期実施
を要求した49〕。4月16日，国民投票を5月26日
に実施することが政府により発表された5ω。政
府はさらに，最高裁によって指摘されたSEA
第皿編との矛盾を克服するため，ユ987年（第10
回）憲法改正法案（後述，172頁）を導入するこ
とを決意し，それは下院では4月24日，上院で
はその翌日承認された51〕。因みに，下院投票の
結果は，憲法改正法案に対して，賛成123票，
反対17票で，ファイナ・フォイル，フィネ・ゲ
ール，進歩民主党および労働党の一部が賛成票
を投じた。反対票は，労働党と労働者党（WOf－
ker’sPa的）によるものであったが52〕，この時
点で主要野党の大半がSEA批准に対して好意
的であったという事実が，国民投票の結果を左
右する原動力になったと考えられる。この頃か
ら政府は，ホーヒー首相やブライアン・レニハ
ン外相（Brian　Lenihan）らによる一連のスピ
ーチをはじめ，SEA批准に向けて積極的なキ
ャンペーンを展開した。87年5月，1The　Si㎎1e
European　Act：A　Government工nformation
Bookユet’の発行も，その一例である。
　原告クロッティーらは，最高裁による違憲判
決のあとも，SEA再交渉論を主張していたが，
政府スポークスマンは，その必要性もしくは可
能性を完全に否定した53〕。前出の政府発行小冊
子においても，「アイルランド以外のEC加盟
国は，すで・に批准手続を完了している。いま再
交渉することは，アイルランドの重大な利益を
深刻に損なうであろう。1年余り前，デンマー
ク議会が再交渉のための投票を行なった。他の
加盟国（アイルランドを含む）は，再交渉を拒
否した。デンマークでは，結局，国民投票に付
せられ，議定書は承認された。アイルランドに
とって，再交渉は不利となるであろう」54〕と主
張している。また，EC側でも，欧州議会議長ヘ
ンリー・プラム（Hemy　P1umb），EC委員長ジ
ャック・ドロール（Jacques　Delors），EC理事
会議長レオ・チンデマンス（Leo　Tindemans）
の3者が，全員一致で，アイルランドの国民投
票の結果，‘n0’という答えが出たとしても，EC
はアイルランドのSEA再交渉には応じないと
の態度を確認している55〕。
　87年5月26日，国民投票が実施された。最
終結果は，総投票数1，085，304（有権者の44．09
％），このうち無効票4，904，有効票1，080，400
で，賛成投票755，423（69．92％），反対投票
324，977（30．08％）であった56，。ブルーカラー
層の多い地域では，50％の支持しかなく，農
業支持価格制度の恩恵を被る農村部では80％
の支持を得た。・この結果について，与党はも
ちろん，フィネ・ゲールのアラン・デューク党
首も進歩民主党のデズモンド・オーマリー党首
（Desmond　O’Maney）をはじめ，農業団体，商
工業団体など民間諸団体も歓迎の意を表した。
一方，R　クロッティー氏は，1）政府はSEA
批准を1986年2月～12月まで放置し，違憲性が
指摘されていたにも拘らず，現状のままで批准
することに拘泥したこと，2）憲法と一致させ
るためのSEA再交渉を行なわず，最高裁決定
をくつがえすために国民投票を進めたこと，
3）国民投票を急ぎ，国民に誤解や混乱を招い
たことを非難する声明を発表した。さらに，彼
は，国民投票の結果，賛成投票が実質上選挙民
全体の3分の1にすぎず，3分の2は，SEA
批准に伴い憲法を骨抜きにすることに反対して
いると述ぺ・他の加盟諸国との再交渉を促し
た58，。
　国民投票後，手続の有効性に関する3週問の
異議申立て期間を経て，6月24日，ローマにお
いて，レニハン外相よりイタリア外相ギウリオ
・アンドレオッチ氏（GiulioAndreotti）にア
イルランドの批准書が付託された。これは，
「批准書はイタリア共和国政府に寄託される」
とのSEA第33条に従う行為であった。この
時，批准書とともに，SEA第13条（EEC条約
第57条第2項に関する）およぴ第皿編に関する
アイルランド政府の立場を述ぺた宣言書（Dec－
laration，後述，172頁）を寄託した。一一以上
が，アイルランドにおげるSEA批准にいたる
経緯であるが，では，SEA第皿編をめぐる違
アイルランドと単一欧州議定書
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憲論争の内容は何であったのか，SEA批准に
よってアイルランドの中立政策がいかなる影響
を被る可能性があったか，などの論点に言及し
てみよう。
　2）違憲論争　　中立政策とS　EA第皿編
　EPC法制化の企ては，単一欧州議定書第皿
編が最初ではなく，すでに触れたように，1984
年2月14日，欧州議会によって採択された欧州
同盟条約案がその端緒となっれしたがって，
アイルランドにとっても，EC加盟以後におい
て，SEA批准時にはじめて中立政策と自国憲
法との矛盾が問題となったのではなく，すでに
欧州同盟条約案をめぐり，同様の議論は行われ
ていたのである。SEA批准に関する憲法論争
に立ちいたる前に，まず，ジョン・テンプル・
ラング（John　Temple　La㎎）の論文を拠りど
ころとしながら，当時の論点を整理しておきた
い。
　欧州同盟条約案は，周知のごとく，一方では
欧州議会の権限強化をはじめとし，EC機構の
改革と欧州統合の強化を主眼とするものであ
り，他方では，欧州理事会を制度化し，その下
に欧州政治協力（EPC）の枠組における活動を
統括しようとする，壮大な構想を抱くものであ
った。アイルランドでは，1972年，EC加盟に
先立って実施された憲法改正（前出，164頁）
は，既存の共同体（の枠組ないし活動）に言及
しているにすぎず，そのため，提案されている
欧州同盟に対する諸々の権限委譲を実行するに
は，新たな憲法改正と，憲法改正を認めるため
の国民投票が必要であると考えられた61〕。欧州
同盟条約案と低触すると想定されるのは，アイ
ルランド憲法第15条第2項第1号（唯一の立法
権は，国会に属する），第34条第1項（裁判は，憲
法の下に任命される判事によって執行される），
第34条第4項第1号（最高裁判所は，最終上告
の法廷である）および第28条第4項第1号（対
外関係との関係におけるものを含め，国家の執
行権は政府により，またはその権威に基づいて
のみ行使され孔政府は国会に対して責任を負
う）の諾規定である61〕。これらはいずれも，ア
イルランドの国家主権に関わる条項である。
　欧州同盟に参画する場合，然るべき憲法改正
とは，1972年の改正時と同様，単一の包括的改
正が望ましいとして，J．T．ラングは，次の案
文を示している。
　「アイルランド共和国は，○年○月○日，○にお
いて署名された条約に従って設立される欧州同盟の
構成国となることができる。この憲法のいかなる規
定も，同盟により，またはその保護の下にとられた
措置の下で約束された義務によって必要とされる，
国家によって制定される法律，行われる行為，また
は採択される法案を無効としない。また同盟によ
り，またはその保護の下に制定される法律，行われ
る行為あるいは採択される法案が国家において法の
効力をもつことを妨げない。」02，
　なお，国民投票において上記のような改正案
が採択された場合，同盟条約をアイルランド法
の一部とする法案を採択する必要が生ずる㈱。
　中立性の問題が生ずる根拠は，同盟条約案第
68条にある。同条第1項は，次のように定め
る。
　「欧州理事会は，協力の分野を，とりわけ・軍備，
第3国への武器輸出，防衛政策，軍縮について拡大
することができる。」oω
　アイルランド（国会合同委員会）は，これに
対して拒否権を行使しうると解釈する。しか
し，ラングの見解は，この考えに反対であり，
アイルランドのような立場にある加盟国は，柔
軟性のある諸規定に従い，特定の決定から免除
される用意があると考えるのが合理的であろ
う，と主張してい．孔同盟条約案第68条第2項
は，「欧州理事会は，特定の協力分野を対外政
策の共同行動に移行させる決定をすることがで
きる」としながら，r同盟理事会は，例外的に
また全会一致により，1またはいくつかの構成
国が共同行動の範囲内でとられる若干の措置か
ら逸脱するのを許可することができる」と定め
ているのである。
　ラングによれば，国会合同委員会の報告は，
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同盟条約案がアイルランドの中立と矛盾すると
は報告していない。すでに検討したように，ア
イルランドの中立性概念はきわめて不明確であ
り，しかも条約草案がきわめて柔軟であるた
め，そのような声明を行なうことは難しい，と
いうのである65㌧結論として，ラングは，40年
以上に毛わたり徹底的に審議も討論もなされて
いない中立政策を維持するために，欧州同盟に
加入しないという高価な経済的代償を払うこと
に対して，疑問を投げかける。40年前と環境は
変化してい孔そのような今日の状況におい
て，「中立性の維持に拘泥し貧しく孤立してい
るより，影響カをもつ国家集団の豊かな一員と
なる」ことの方が，平和ぺの影響力をアイルラ
ンドが手中にできると確信するのである66，。
　さて，議論をSEA批准問題へと進めよう。
SEAの違憲性について提訴したR．クロッテ
ィー氏の弁護士エイドン・ブラゥン（Aiden
Browne）氏によれば，1972年，アイルランド
がECに加盟した当時，外交政策形成におけ
るEC（EPC）の拘束は予見されず，しかも
SEAはその領域において共同行動を義務づけ
るものであると主張する。これに対し，政府側
弁護士ジョン・クック氏（John　Cooke）によれ
ば，国家はすでにEC加盟のライセンスを得て
いるが，それは単に3共同体への加入のみなら
ず，特殊なタイプの国際組織のメンバーになる
ことに対する許可であった。1コーマ条約自体の
オリジナルな範囲や目標は不変であり，したが
って憲法改正の必要は存しない，ということで
あった67㌧クロッティー氏の訴えは，EC加盟
に伴う失業者の増大，中央集権化の進行，中立
性の危機など，もともとSEA全般に及ぷ広範
な論点を包括していたため，彼の提訴に対する
支持者は，アイルランドの伝統的中立性の擁護
者ばかりでなく，その法案の結果人工中絶の合
法化を認めることを恐れる保守的カトリック教
徒まで，さまざまであった68、。SEA批准の反
対キャンペーンは，主としてCoa1ition　fOr
Peace　and　Neutralityにより展開されたが，
その主たる構成グループは，Ireland－Cuba
Friendship　Society，Returned　Development
Workers　Association，およびIrish　Camp－
aignforNuclearDisarmamentであった。労
働者党党首トーマス・マックジェオラ（Tomas
McGiol1a）も，「EEC加盟が問題なのではな
く，アイルランドの軍事的中立性が危うくなる
のだ」と主張した69〕。
　憲法改正およびそれに伴う国民投票の必要性
を否定する政府の主張にも拘らず，87年4月9
日，最高裁判所は，国家が憲法改正’（国民投
票）することなくSEAを批准することは違憲
であるとの判断を示しれその理由は，下記の
通りである。
　憲法第29条第4項第3号（前出，アイルランドの
EC加盟を可能とするため追加された）は，アイル
ランド国家に対してオリジナルなEC諸条約に加わ
ることを認め，EC加盟に伴う諸々の義務により必
然化される法や措置に対する憲法上の免除を認めた
ものである。最高裁は，SEAにより提起された諸
変化は，EC加盟に伴う法的義務ではなく，したが
って「加盟に伴う義務によって必然化」されないと
主張す孔この憲法上の免除を奪われた以上，本条
約の批准は憲法上の挑戦を受け，最高裁判所は，国
家の外交関係の権限を行使する方法に関して，政府
執行部が厳粛な条約により自らを拘東することは違
憲である，と主張する7m。
　最高裁判所は，SEA第皿編の諸規定如，「憲
法第28条，第29条の下で，外交問題に関する行
為において，政府が必然的に享受すぺき行動の
自由と矛盾」すると見傲し，とりわけ，SEA
第30条第2項1b〕の規定（「締約国は，最終的立
場を決定する前に協議しなければならない」）
が，政府の外交主権を拘東し得るものと認めた
のである71〕。因みに，アイルランド憲法は，下
記のごとく規定する。
　「国家の執行権は，本憲法の諸規定に従い，政府
により，または政府の権威において行使されなけれ
ばならない。」（第28条第2項）
　「対外関係における，または対外関係に関する国
家の執行権は，本憲法第28条に従い，政府により，
または政府の権威において行使されなけれぱならな
い。」（第29条第4項第1号）
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〈資料1I〉単一欧州議定書第30条第6項
　6．la蹄約国は欧州の安全保障問題に関するよ
り緊密な協力が・対外政策事項における欧州の一
体性の発展に，きわめて重要な寄与をするものと
考える。締約国は，安全保障の政治的および経済
的側面について，より緊密に立場を調整する用意
．カ｛ある。
lb蹄約国は，安全保障のために必要な技術上およ
ぴ産業上の条件を維持することを決意す孔締約
国は・このため，国家的水準において，必要な場
合には，権隈を有する機関および楠助機関の枠内
においても，努力する。
lo〕本編の規定は・若干の締約国が相互に・西欧同
盟または大西洋向盟の枠内における安全保障の分
野で，より緊密に協力することを妨げない。
　具体的に憲法規定に則して論述するなら，
SEA批准に関する違憲論争は，以上ですぺて
である。すなわち，その違憲論争は，もつぱら
アイルランドの国家的独立性もしくは国家主権
（とりわけ外交主権）との関わりを有するにす
ぎない。では，本稿においてよりいっそうの関
心が抱かれている・中立政策との関係において
はどうであろうか。
　単一欧州議定書第皿I編第30条第6項1a〕～lcl
は，EPCの枠内における安全保障の領域に関
する欧州協力についての規定である（資料I）。
その内容は，従来の諸報告，とりわけロンドン
報告と同様であり，すでに述ぺたように，ロン
ドン報告は，アイルランドの許容し得る内容の
ものである（165頁）。政府の見解によれば，ロ
ンドン報告を基調とするSEA第I皿編の規定
は，「EPCの領域における毛デストな進歩であ
り，その論理と一致する。政府が現段階の共同
体の発展にふさわしいと考えるところのものと
一致している」72〕のである。なぜなら，これら
の規定は，「政治協力におサる進歩は，経済的
・社会的領域における利益の上に基礎づけられ
るぺきであると主張’してきた」政府の基本方針
と合致すると考えられるからである。ロシドン
報告同様，「あいまいで，大ざっば」74〕な規定
であり，ただアイルランドがEC加盟後に積み
上げられてきた慣行を条約の形で明記するにす
ぎない。ロンドン報告と異なるのは，「安全保
障の政治的および経済的側面について，より緊
密に立場を調整する用意がある」として，「経
済的」の一語が追記された点である。これにつ
いてP．lfestosは，軍縮協力の問題を意味す
るのであろうとの見解を示している75〕。
　第30条第6項1c〕において，「若干の締約国が
相互に，西欧同盟（WEU）および大西洋同盟
（NATOを意味する）の枠内における安全保障
の分野で，より緊密に協力することを妨げな
い」と規定しているのは，アイルランドなど若
干の国が「カロ盟国の義務について，多元性と柔
軟性を強調したがった」76〕結果である。フィツ
ジェラソド政権は，この条項は，アイルランド
が軍事同盟の非構成国であるとの立場を考慮し
て，慎重に捜入されたとの見解を示し，前述の
政府小冊子において，αホーヒーの率いるフ
ィアナ・フォイル政府も，こρ見解を支持して
いる榊。レニハン外相は，’The工rish　Times
に対し，このことを確かめるため交渉記録を二
重にチェックし，他の加盟国外相にも個人的に
確認したと語っている78〕。最高裁判所のウォル
シュ判事（Justice　Wa1sh）は，政府見解と異
なる意見を述ぺた。すなわち，第6項1c〕の文言
は，いくぷんあいまいではあるが，結局，アイ
ルラ：■ドは，WEUまたはNATOの加盟諸国
が，その枠組において安全保障分野における協
カを推進することを妨げることができないとい
うことを約束するものである，との解釈で，こ
れは最高裁の多数意見であった。レニハン外相
は，これに対し，政府が再三その点をチェック
し，軍事上もしくは防衛上の言質を含まない
旨，確認したことを言明した。原告クロッティ
ー氏の弁護士ポール・キャラン（Pau1Ca11an）
氏の見方は冷ややかで，SEA第皿編全体にわ
たり，アイルランドは外交政策に関して，他の
EC加盟国と合意に達することを強制されるこ
とになる，とのコメントを示した79〕。
　87年5月9目の演説において，レニハン外相
は，SEAが軍事的中立政策を妥協させ，アイ
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ルランドの外交問題に関する決定能力を侵害す
るとの主張があるが，SEAにはその主張を正
当化するものは何もないと述ぺ，軍事的中立政
策はSEAによって影響されないことを強調し
た80㌧彼は5月18日，ダブリン外交協会（Dub－
1in　Diplomatic　Association）　においても，
SEAは国家の中立を侵すものでなく，むしろ中
東，南ア，中米問題など国際問題におけるアイ
ルランドの国際的発言力を強化するものである
と主張した81〕。一方，Agence　Eu了opeはその
社説において，かつてナショナル・アイデンテ
ィティーを示す要素として重要であったかもし
れないが，アイルランド人の現実生活の中で，
中立性のもつ意義は，いまやそれほど大きくな
い，むしろ，今目，EC加盟が与える経済的・
社会的寄与の方が国民にとって重要であると述
ぺ，SEAの批准を促したのであった82二。
　SEA第皿編に関わり，アイルランドの中立
性が争われた経過は，以上の通りであ孔要す
るに，中立性そのものが論点であるというよ
り，SEA批准の結果，安全保障に関してまで
国家が対外的閤題を審議・決定する排他的権限
が侵されるのではないか・というところに議論
の重点が置かれていたように思われる。すなわ
ちアイルランドにおげる違憲論争の核心は，中
立性の問題以上に，国家主権侵犯に関する問題
にあったと言えよう。この意味では，アイルラ
ンドの中立性と欧州統合との関わりに関する研
究が，永世申立国オーストリァのEC加盟問題
を考える上で寄与しうるところは，必ずしも大
きいとは言えないかもしれない。
　第1章において検討したように，アイルラン
ドには，中立に関するいかなる規定も定義も存
在しない。それは強制力をもたない任意の政策
にすぎず，D。ドリスコールが言うところの「合
言葉」的な意味あいを多分に含んでいる。先に
見たごとく（162～3頁），1932年，デ・バレラ
の率いるフィアナ・フォイル党の政府は，中立
性よりも国家主権の重要性を強調した。アイル
ランドにとって，中立とは，（再び引用するな
ら，）「絶対的主権の外面的な，目に見えるしる
し」なのである。19世紀に始まるイギリスとの
長い「連合」の歴史の中で，中立主義もしくは
中立政策が，その占頷支配からの自由を求める
反英運動として機能し，また，デ・バレラの政
治に象徴されるように，イギリスの分割統治に
反対する運動の旗印として機能してきた事実
は，否定することができない。だが，いまや，
中立性を隠れ蓑にして自国の主権を守ろうとす
る意味において，それはSEA批准交渉におい
て単なる一種の「おとり商晶」鯛〕に化したとい
う指摘さえ行われているのであり，SEA批准
交渉に関する限り，その指摘はあながち誤りも
しくは誇張として無視することはできないよう
に思われる。
　3）解決への道一憲法改正と政治協カに関
　　する宣言
　87年4月9日，最高裁判所が違憲判決を下し
て以来，政府はSEA批准のための条件整備に
努めた。その1つは，SEA第皿’編と憲法との
矛盾を避けるため，憲法を改正することであっ
た。J．T．ラングが欧州同盟条約案の採択を想
定して考案した憲法改正案（169頁）と同様，
単一の包括的改正の形がとられた。すなわち改
正憲法は，次のようになった。
r第29条第4項第3号の第1文の後に，次の文章
を捜入する。
　国家は，単一欧州議定書（1986年2月17日，ルク
センプルグにおいて，また，1986年2月28日，ハー
グにおいて，共同体加盟諸国のために署名された）
を批准することができる。」
　この憲法改正に加えて，SEA批准を可能と
するために，政府により別途「宣言」（Declara－
tion）が作成された。それは，SEA第13条お
よび軍事的中立性に関するアイルランド政府の
立場を述べたものであるが，ここでは後者の第
I皿編に関する部分のみ記載しておく。
「アイルランド政府は，第皿編の諸規定が，長き
にわたって確立されたアイルラ：ノドの軍事的中立性
に影響を及ぽさないということ，そして，安全保障
の政治的および経済的側面に関する立場の調整が，
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・安全保障の軍事的側面または軍事目的のための調達
を含まず，軍事的中立性に関するアイルランドの国
際的地位に影響を及ぼしうるようないかなる方法に
おいても，行動しまたは行動を差し控えることので
きるアイルランドの権利に影響を及ぽさないという
ことに留意する。」
　この宣言は，87年5月27目に行われたホーヒ
ー首相の声明によって公表されたものである
が，実は，その原文はすでに86年12月8日，国
会事務局に付託されていた。（87年5月に発行
された政府小冊子には，上言己宣言と同一文が掲
載され，政府宣言として公表されることが予告
されている）。同宣言は，単にアイルラント｛の
軍事的中立性の立場を確認し，SEAに定めら
れた措置がその中立性の地位に影響しないこと
に注意を喚起するものであり，SEAに対する
留保や制限や修正を一切含んでいないことが，
注目に値する。Agence　Europeの記事は，そ
のような措置（留保，制限，修正）は，かりに
試みたとしても認められなかったであろうと，
指摘している07〕。
　6月24目，SEA第33条の手続に従い，レニ
ハン外相からイタリアのギウリオ・アンドレオ
ッチ外相に批准書が寄託された。上記宣言も同
時にイタリア外相の手中に寄託され，アイルラ
ンドのSEA批准手続は完了した。レニハン外
相は，イタリア外相に対して，国民投票の結果
は，アイルランドがECに完全にコミットし，
将来の発展に完全に参加することを意味すると
強調した。また，ホーヒー首相は，政府は今
後，アイルランドの利益を守り，推進すると共
に，EC構成国としてECの発展に努めるとの
決意を示し，SEA批准に対して満足の意を表
明した88〕。
む　　す　　ぴ
　アイルランドがSEA批准に手間どった最大
の原因は，それが憲法論争へと発展し，最高裁
判所が第皿編に関して違憲判決を下したことに
ある。その際，アイルランドの伝統的な中立主
義もしくは中立政策が中心問題として浮上する
のであるが，よく吟味してみると，問題の本質
は，中立性そのものにあるというより，国家主
権の侵害に重点が置かれているように恩われ
る。とは言え，アイルランドがたてまえにせよ
中立政策を保持していることは事実であり，今
回最高裁判所が示した判決理由（170頁）の趣旨
からすれば，将来ECもしくはEPCの活動が
新たな統合段階に到達するごとに，国民投票が
必要となり，中立性の問題は，そのつど争点と
されることであろう。アイルランドにおいて，
この問題は決して終結したわけではない。
　本稿執筆にあたり，本年3月末と7月末の2
度にわたり，本学産業経済研究所による共同研
究（「国際化社会における法と政治」）予算によ
り，東京出張の機会を得た。アイルランド大
使館では，シ目一ン・G．ローナン（Sean　G．
Ronan）大使，花原寛事務長の御好意により，
貴重な，入手し難い政府関係資料やアイルラン
ドの新聞記事等を提供して戴いた。同大使館，
三浦園子さんには，コピー等で労を煩わせた。
お世話になったすぺての方々に，厚く御礼申し
上げる次第である。
　　　　　　　　　畦
1）「共同体は・一1992年12月31日に終わる期間内
　に域内市場を漸進的に確立するための措置をとる
　（後略）」。SEA条文訳は，金丸輝男編著「EC一
　欧州統合の現在」創元社，1987年による。
2）　Ronan　Fanning，’Ifish　neutrality＿an　his－
　t01＝ica1review’，Ifish　Studies　in　Intematio日al
　Affaifs，Vol．1，No．3．1982，p．27．
3）
4）
5）
6）
7）
8）
ibid。，PP．27－28．
ibiユ，P．27．
ibid。，p．28．
ibid．，P，30．
旦b蛆．PP．31－32．
J・C。ベケット著，藤森一明・高橋裕之訳「ア
イルランド史」八潮出版杜，1978年，237－238頁。
9）　P．Keatinge，The　F0fmulation　of　Irish　For－
　eign　Policy，Institute　of　Pub1ic　Admi口istra－
　ti㎝，Pub1in，ユ973，P．301
1①　1949年2月23日，ショーン・マック・プライド
　（Se色n　Mac　Bfide）外相の国会答托De㎜is
　Dfisco11，‘Is　Ire1and　Rea11y　Neutfal；？，Ifish
　Studies　in　International　Af血irs，Vo1・1，No．
アイルランドと単一欧州議定書
Page:13無断転載禁止。　
　3．　1982，pp155－56．
l1）　John　Temple　Lal］g，‘The　proposed　treaty
　setting　up　the　EuroPean　Union：constitutiona1
　implications　for　lreland　and　comments　on　neu－
　tra】ity；Irish　Studies　in　Intemational　Affaifs，
　Vo】．2，No，1．1985，p．155二
　　D，Driscoll，op．cit．，p．55．
　　ibid．、pp．55－57．
　　R　Fanning，op．」cit。．p．35．
　　工C．ペケット前掲訳書，238頁。
　　R．Fa㎜i㎎，oP．cit．，P．35．
　　ibid．
　　RKeati㎎e，oP．cit．，P，34．
　　R．Fanning，op．cit．，p■37．
　　ibi吐
　　EEC条約訳文は，小田滋・石本泰雄r解説条
　約集」第3版，三省堂，1988年による。
22）　D．Dfisco11，op．cit．，P．57．
23）　P・Keatinge，op・cit・，p・34．
24）P．Mac　Kefnan，1τeland　and　European　Poli－
　tical　C卜opefation，hish　Studies　i口　Interna－
　tional　Affaifs，Vol．1，No．4．1984，p．24．
25）ibi吐，P．18．
26）James　Dooge外相のスピーチより。ibi吐、P・
　25．
27）　J．T．La工19，op．cit．，P．158．
28）　ibid．，P．148．
29）P．Mac　Keman，op．cit．，PP．22－24．
30）　ibid、，P．23．
3ユ）ibid．，P．24．
32）　D．Dfiscon．，oP．ci七，P．57．
33）　J．T㌧Lang，op．cit．，p，155－56．
34）単一欧州議定書批准にいたる詳細な経緯は，下
　　記参照のこと。
　　　田中俊郎「ECの機構改革とその課題」国際問
　　題第308号，1985年11月，33－46島
　　小久保康之「単一欧州議定書と欧州議会」日本
　　EC学会年報第7号，1987年10月，65－66頁。
　　　Panayiotis　Ifestos，European　Po1itica1Coop－
　　eration：Towards　a　Framework　of　Supema－
　　tional　DipIomacy？、Abebury，1987，pp．328－
　　358．
　　　F・G・Jacobs　eヒL，Yearbook　o｛Euf0Pean　Law，
　　Vo】・5，Clarendon　Press．Oxford，1986，PP．
　　203－208．
35）　Agence　EuroPe，No．4433，20No兄1986．
36）　　ibid．，No．4439，28Now　1986．
37）　ibid．，No．4447，8／9Dec．1986．
38）　ib姐，No．4452．15／16Deα1986，
39）　Ronan　F2mIling，op．ciむ，P．39．
40）　Agence　Europe，No．4459．29／30，31Dec．
　　1986．
41）　　ib d．，No，4466，　14Ian．1987．
42）　ibid’，No．4488，13Feb．1987．
43）　ibid一，No．4493，20Feb．1987，
44）　　ibid．，No．4493，20Feb．1987，No．4494，21
　　Feb．ユ987．
45）投票結果は83対82票で，国会議長の投票の結
　　果，辛じて選出された。ibid。，No．4507，ユ2Mar．
　　1987．
46）　　iもid’，1“o．4501，　4　Mar．1987．
47）　ib蛆，No．4528，10Apr．1987．
48）　アイルラソド政府より海外使節宛文書，1987年
　　4月10日付。
49）　Agence　Europe，No．4529，11Apf．1987．
50）　ibi乱，No．4532，16Apr．1987．
51）　Stationary　O描ce，The　Single　Europea口Act；
　　A　Govemment　Iηformation　Booklet，P．7．
52）皿1e1rishlndependent，ユ987，4．25．
53）　アイルランド政府による海外使節宛文書．1987
　　年4月10目付。
54）TheSingleEuτopeanAct：AGovemment
　　InfomationBook1et，P．37．
55）　The　Irish　Press，1987．5．14．
56）　アイルランド政府による海外使節宛文書，1987
　　年5月27日付。
57～国民投票の詳細な結果は，The　lrish　Ti加e苧。
　　1987．5．28参照。
58）　　ibid．
59）　Pfess　Release，Dept．of　Foreign　Affairs，
　　1re1and，ユ987．　6，24．
60）工TLa㎎，op．cit．，P．146．
61）ibid．，P－451
62）　　ibid．，p．146．
63）ibid．
64）本稿における欧州同盟条約案の訳文は，谷本治
　　三郎「欧州同盟を設立する条約の草案（訳）」大阪
　　経済法科大学法学論集，第11号，1984年6月，157
　　・182頁による。
65〕　工丁・Lang，op・cit・，p．155．
66）　ibid、，p．156．
67）　The　Irish　Ti㎜es，1987．2．27，
68）　　I tefnatio阜al　Hefald　T】＝ibune，　1987．5．14．
69）　Mainichi　Daily　News，1987．5．26．
70）　Jay　A’Sigler，Iτeland：Coustitutional　Chro一
　口 logチto1982，iもA1be－t　P．Blausteh＆Gis－
　beft　H．Flanz　e吐，Constitutions　of　the　Coun－
　tfies　of　the　Woτld，Oceana　Publicati㎝s，I㏄．，
　Jme1988，P．20．
71）ibid．P．12．
アイルランドと単一欧州議定書
Page:14無断転載禁止。　
72）　Stationafy　Office，The　Single　Euτopean　Act：
　　　AGovernmentInformationBooklet，pp．34－35．
73）
74）
75）
76）
77）
78）
79）
80）
81）
　ibid，
　panayiotis　Ifestos，op．cit．，p．356．
　ibid．
　ibid．
　The1τish　Ti血es，1987．5．14．
　ibid．
　ibid、
　ルーカソ貿易博の開会式におげるレニハン外相
のスピーチ（1987．5．9）。
　ダブリン外交協会に対するレニハン外相のメッ
セージ（PressRelease，1987．5．18）o
82）
83）
84）
85）
86）
87）
88）
　Agence　Europe，No14545．1987．5．8．
　Defek　Pfag，‘International　Relations’，in
Juilet　Lodge　ed・，Euf0pean　Union：The　E岨o－
pean　Com㎜unity　in　Search　of　a　Futuτe，St．
Martin’s　Press，New　York，1986，p．u5．
　　ホーヒー首相の声明，1987年5月27目。
　Agence　Europe，No・4447．1987．12，8／9．
　Stationary　Office，The　Sing－e　Euf0pean　Act：
A　Govemment　lnf0fmation　Booklet，p・34．
　　Agence　Europe，No・4447．1987．12．8／9．
　　SEA批准書寄託に関するPfess　Release，1987．
6．24．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1989年7月25目受理）
アイルランドと単一欧州議定書
Page:15無断転載禁止。　
